
「国と地方の協議」(平成２９年秋)規制の特例措置に関する協議結果
内閣府地方創生推進事務局

２回目

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

特区名
整理
番号 提案事項名 提案事項の具体的内容 政策課題とその解決策 回数

次世代自動車・
スマートエネル
ギー特区

29205

震災時等において、電
気自動車等から一般
電気工作物へ電力供
給する場合の出力緩
和

ガソリンや水素、電気などの次世代自動車
を、様々な場所において、電気を供給するだ
けでなく、車両からの電気による熱供給、水の
精製など避難所等における必要不可欠な「エ
ネルギー」を十分に供給するために、複数台
の次世代自動車を集め、大電流を供給する仕
組み作りが重要である。
次世代自動車を「集める」仕組については、地
方自治体において行うが、大電流を供給する
仕組みについて、国が「電気設備の技術基準
の解釈」を改訂し、50kw未満まで出力できるよ
うにする。

（政策課題）
・さいたま市は、産業部門の温室効
果ガス排出割合が他の政令指定都
市と比較しても少ないものの、民生・
運輸部門からの排出量が全体の約
８割を占めており、本市における温
室効果ガス削減対策としては、民
生・運輸部門をターゲットとした対策
が必要であった。そこで、2005年に
は「天然ガス自動車普及促進戦
略」、2009年からは「E-KIZUNA
Project」を展開し、温室効果ガスの
削減といった低炭素化に向けた取
組を進めてきた。
・しかし、2011年の東日本大震災で
は、市内全域において、計画停電や
ガソリン等が不足し、安定的な市民
生活の維持や、市内企業の事業継
続が困難となった。そのため、新た
な取組として、「次世代自動車・ス
マートエネルギー特区」の指定を受
けて、ＥＶ、ＦＣＶといった次世代自動
車の普及や、水素をはじめとした多
種多様なエネルギーを災害時にも
供給できる施設の整備など、平時の
省エネ化と災害時の市民生活を守
る仕組みの構築といった「レジリエン
ス都市」の構築について、民間企業
や大学などとの協働により取組んで
いる。
（解決策）
・これまで取り組んできたEV、FCV
の普及により、他都市よりも普及率
が高く、避難所にはVtoX機能の付
加を進めているため、これらを活用
して、災害時にも電源を確保して安
定的な避難所運営を確保する。
・また、小中規模の建物のピークカッ
ト及びデマンドレスポンスにも活用
することで、平時における有効活用
を図る。

（２）提案者か
らの具体的な
事業の検討状
況による。

（１）
　電気自動車等から自家用電気工作物に電気を
供給する場合については、自主保安の原則のもと
電気主任技術者の監督下で保安確保が図られる
べきものであることから、詳細な施設方法について
は規定されていない。（参考資料：平成26年3月10
日　産業構造審議会 保安分科会 電力安全小委
員会（第5回）　資料19）

（２）
　電気自動車等から一般用電気工作物に電気を
供給する場合、電気設備の技術基準の解釈第199
条の2において、電気自動車等の出力を10kW未満
に制限している。これは、電気事業法施行規則第
四十八条により、出力10kW未満の燃料電池自動
車であれば、小出力発電設備となり一般用電気工
作物として扱われるからである。（参考資料：平成
26年3月10日　産業構造審議会 保安分科会 電力
安全小委員会（第5回）　資料6）

（１）
　自治体が優先して取り組まれようとしてる、電気自動車等から自家
用電気工作物に10kWを超える電力を供給することは、必要な安全確
保措置が取られているのであれば、現行法においても可能である。

（２）
  電気自動車等から一般用電気工作物に電気を供給する場合では、
一般電気工作物の設置者が必ずしも電気の知識を有していないた
め、電気自動車等からの出力を50kW未満まで可能とするには、保安
が確保できるという十分な根拠が必要であると考える。なお、十分な安
全確保措置が行われなかった場合、感電・火災等により公共の安全
が脅かされる可能性がある。

　従って、自治体で検討中の事業において想定されている電気自動車
等から一般用電気工作物に電気を供給する方法、およびその方法と
規制との関わりについて再度整理頂くほか、一般電気工作物への
10kWを超える電気供給の具体的なニーズ等を確認頂いた上で、今
後、個別に協議させて頂きたい。

a

　公共の安全を確保することは、自治体側も前提条件と考えている。
今回の協議により、電気自動車等から自家用電気工作物に電気を供
給する場合においては、電気主任技術者の監督下で保安等諸条件を
満たせば供給可能と示されたが、一般用電気工作物については、現
状不可であり、自治体側で電気自動車等を電源活用するニーズを確
認した上で、公共の安全が十分に確保される手法を示す必要がある
ことは了解した。
　電気自動車等から一般用電気工作物に電気を供給する方法及び
規制との関係については、今後、自家用電気工作物において実証事
業を通じて改めて整理する。ただし、燃料電池自動車やプラグインハ
イブリッドなど電気自動車等の種別や施設によっても規制が異なるこ
とから、実証事業の計画・実施に際しては個別に協議させて頂き、提
案事項の実現に繋げたい。

経済産業省より、必要な安全確保措置を確保した上で電気自動車等から自家用電気工
作物に10kWを超える電力を供給することは現行制度においても可能である旨の見解が
示された。
また、電気自動車等から一般用電気工作物へ50kW未満の電力供給を可能とすることに
ついては、保安を確保できる十分な根拠が必要との見解が示された。
指定自治体は上記の見解を了解しているため、協議を終了する。経済産業省は必要に
応じて指定自治体の計画する実証事業について個別に協議に応じること。
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（２）提案者から
の具体的な事業
内容を踏まえ、要
望に沿うことがで
きるか再度検
討。

1/1


